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一 本論文の目的と構成  
 
１ 目的  
 本論文の目的は、米国、日本及び中国における国際的な特許侵害訴訟
解決の予測可能性を高める視点から、均等論適用の制限理論に焦点を絞
り、比較法的考察を行うことである。米、日、中における均等論制限理
論の適用の異同、及び均等侵害判断にそれぞれどのような影響を及ぼす
のかを明らかにする。そして、その中にどのような利益衡量が反映され
ているのか、どのような特許政策が見られるのかを検討する。これによ
って、理論上、実務上の方策を探求する。  
 
２ 構成  
 本論文は、序章、終章を別にすれば、全体で 5 章により構成されてい
る。すなわち、特許権侵害訴訟における均等論適用の制限理論について、
第一章で、米国、日本及び中国における均等論及びその制限理論の適用
状況を紹介し、その上で、第二章、第三章、第四章、及び第五章におい
て、オール・エレメンツ・ルール、審査経過禁反言、権利放棄の原則及
び公知技術による制限、という均等論に対する四つの制限理論について
比較検討を行う。最後に、本稿でこれまで論じてきたことをまとめ、国
際的な特許侵害訴訟解決の予測可能性を高めるために、筆者の意見を述
べる。  
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二 本論文の内容  
 
「第一章 均等論とその制限理論」では、米、日、中における均等論
適用の枠組みを紹介した上で、均等論の制限理論の形成背景、重要な役
割、内容及びその適用に関する国際的な統一化作業を明らかにする。  
 均等論は、本質的に、代替技術と特許クレームに記載された技術との
間の差異が小さい（minor）場合、権利侵害を認めるためのものである 1。
米国では、実務上、均等論が特許侵害を判断する際に必ず考慮しなけれ
ばならない理論である 2。米国において、均等侵害の判断には、機能、方
法及び効果の同一性を要求するいわゆる「三要素テスト」、または、イ
号物件と特許発明との間の相違が当業者にとって非実質的である、とい
う「非実質的相違テスト」が適用されている。日本において、無限摺動
用ボールスプライン軸受事件に関する最高裁平成 10 年 2 月 24 日判決（第
三小法廷）（民集 52 巻 1 号 113 頁）を通じて、実務上、均等論を肯定し
て、均等論適用の五つの要件を明確にした。そのうちの積極的要件につ
いて、まず、「本質的部分」という第一要件は、イ号物件が特許発明と
同一の解決手段を用いていることを確保するものである 3。次に、「置換
可能性」という第二要件は、目的及び作用効果の同一性を要求するもの
である。また、第三要件は、当業者の容易想到性を要求している。中国
において、特許権侵害訴訟の中には、均等侵害が文言侵害と並び、重要
な判断原則の一つである。中国では、均等侵害の成立に、方法、機能及
び効果の同一性、及び置換に関する当業者の容易想到性という二つの条
                                                        
1 The Honorable Paul R. Michel, The Role and Responsibility of Patent Attorneys in Improving the 
Doctrine of Equivalents, 40 IDEA 123 (2000) (Originally presented by Judge Michel at a ceremony 
honoring him as the 1999 Jefferson Medal recipient, at the New Jersey Intellectual Property Law 
Association’s Forty-Ninth Annual Jefferson Medal Dinner on June 11,1999). 
2 今泉俊克「米国の均等論に関する判例研究 (1)―米国における初期の均等論―」Lexis 企業法
務 22 号（2007）32 頁。  
3 高部真規子「判批」中山信弘ほか編『特許判例百選』（有斐閣、第 4 版、2012）134 頁、三
村量一「判解」『最高裁判所判例解説民事篇』（平成 10 年度上）（法曹会、2001）140-41 頁。
裁判例として、東京地判平 13・5・22 判時 1761・122（電話用線路保安コネクタ配線盤装置
事件）、知財高判平 21・ 6・ 29 判時 2077・ 123（中空ゴルフクラブヘッド事件）などがある。 
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件が満たされなければならない 4。実際上、上述した中国における均等侵
害の判断基準は、米国の三要素テストから影響を受けたものであると思
われる 5。  
 均等論は、特許権の効力を特許発明の均等物にまで拡張することによ
り、特許権者に対する十分な保護を与える。しかし、均等論を過度に適
用すると、法的安定性及び特許クレームの公示機能が損なわれ、周辺技
術の開発にとって不利である。それ故、特許権者の利益と第三者・社会
利益との衡平を図り、産業の発達という特許法の趣旨を実現するために、
均等論の制限理論が提唱されるに至った。それは、制限手法によって、
大きく分けてオール・エレメンツ・ルール、審査経過禁反言、権利放棄
の原則、及び公知技術による制限の四つを挙げることができる。各国は、
その国の経済発展の水準及び産業政策に照らして、均等論に対する各種
の制限手段を利用して、均等論適用の広狭を調整している。  
さらに、上述したように、現在において、米国、日本及び中国におけ
る均等論を容認するための要件にはそれほどの差異が存在しないよう
に思われる。各国は、均等論を認めるための要件をさらに工夫するより
も、均等論に対する調整弁である各種の制限手段を適切に適用すること
によって、特許権者と第三者との間の利益調和を図り、技術及び産業の
発展を促進する、と思われる。したがって、均等侵害の判断においては、
均等論に対する各種の法的制限の適用が極めて重要となっている。  
また、世界知的所有権機関（WIPO）の「実体特許法条約」（SPLT）関
連草案において、オール・エレメンツ・ルール、審査経過禁反言、及び
先行技術を含めて、均等論に対する各種の制限ルールに関する規定も設
けられている。  
                                                        
4 「特許紛争事件の審理に適用される法律の問題に関する最高人民法院の若干の規定」（2001
年 7 月 1 日より施行）第 17 条 2 項、北京市高級人民法院「特許権侵害判定の若干の問題に関
する意見 (試行 )」（2001 年 10 月 11 日より施行）第 34 条。  
5 遠藤誠『中国知的財産法』（商事法務、2006）53-54 頁、張曉都「特許権侵害における創新
型国家の建設の需要に相応しい均等論及び禁反言の原則」(适应建设创新型国家需要的专利侵
权等同原则与禁止反悔原则 )国家知識産権局条法司編『特許法の研究 2009』（专利法研究
（2009））（知識産権出版社、2010）306 頁。  
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「第二章 オール・エレメンツ・ルール」では、米、日、中における
均等論に対する一つ目の制限理論である、「オール・エレメンツ・ルー
ル」についての比較検討を行う。  
オール・エレメンツ・ルールとは、特許クレーム解釈に際して、特許
クレームの中の全ての構成要件またはその均等物がイ号物件に確認さ
れていない限り、権利侵害とは認定できない、という原則である。米国
において、オール・エレメンツ・ルールは、均等論に対する一つ目の制
限であり、また、最も重要な法的制限とみなされる 6。米国におけるオー
ル・エレメンツ・ルールは、1987 年に、連邦巡回控訴裁判所（CAFC）
のペンワルト事件大法廷判決 7により導入され、また、1997 年のワーナ
ー・ジェンキンソン事件判決において、合衆国最高裁判所により承認さ
れた 8。その後、オール・エレメンツ・ルールを適用した裁判例は数多く
出されるようになった。米国判例法では、特許クレームの記載が重視さ
れており、オール・エレメンツ・ルールの適用を相対的に厳格に要求し
ている。  
しかし、日本における均等論の適用は、特許請求の範囲に記載された
構成中にイ号物件と異なる部分が特許発明の本質的部分ではない、とい
う「本質的部分」に関する第一要件が特徴的なものである。したがって、
日本における均等侵害判断は、オール・エレメンツ・ルールを前提とし
た全体としてのアプローチを採っていると思われる。このような相違は、
日本では、特許発明を技術的思想として捉えている 9のに対し、米国では、
発明の技術的思想の考え方が稀薄で、特許クレームの記載そのものを重
視する 10、ということに関係するように思われる。  
                                                        
6 Michel, supra note 1. 
7 Pennwalt Corp. v. Durand-Wayland, Inc., 833 F.2d 931 (Fed.Cir. 1987) (en banc). 
8 Warner-Jenkinson Co., Inc. v. Hilton Davis Chemical Co., 520 U.S.17, 41USPQ2d 1865 (1997). 
9 日本特許法第 2 条 1 項において、発明は「自然規則を利用した技術的思想の創作のうち高
度のもの」と定義されている。  
10 Harold C. Wegner 「合衆国におけるクレーム解釈」青山葆＝木棚照一編『国際特許侵害 : 特
許紛争処理の比較法的検討』（東京布井出版、1996）37 頁、竹中俊子「『発明の本質部分』概
念による侵害判断等の適否：アメリカ法の観点から」日本工業所有権法学会編『発明の本質
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中国のオール・エレメンツ・ルールは、2010 年 1 月 1 日より施行され
た最高人民法院の「特許権侵害紛争事件の審理における法律適用に関す
る若干問題の解釈」（以下、「2010 年最高法院解釈」とする。）第 7 条に
より、司法解釈の形で規定されている。しかしながら、中国では、従来、
いわゆる余計指定原則を適用し、特許独立クレームにおける必要でない
構成要件を省略して均等判断を行うことができるとしていた。余計指定
原則は、オール・エレメンツ・ルールと性質上相容れないものであり、
その賛否について大きな議論があった。また、中国に導入されたばかり
のオール・エレメンツ・ルールは、その適用について、まだ明確でない
部分があるように思われる。  
オール・エレメンツ・ルールは特許クレームの公示機能及び社会公衆
の利益に適う一方、その機械的な適用が特許発明の保護範囲を不当に制
限し、均等論の本来の目的を台無しにしてしまうおそれがある。したが
って、中国における均等侵害に関する裁判実務上、裁判所は、オール・
エレメンツ・ルールを厳格に解するあまり、硬直なものにすることがな
いように注意しなければならないであろう。  
 
 「第三章 審査経過禁反言」では、米、日、中における均等論に対す
る二つ目の制限理論である、「審査経過禁反言」についての比較検討を
行う。  
審査経過禁反言（prosecution history estoppel）とは、均等侵害判断に
おいて、特許出願及び特許の無効審判手続において出願人・特許権者に
よりなされた補正・意見によって除外した権利範囲を、後の均等侵害判
断において再び持ち出すことができない、という原則である。審査経過
禁反言は、実質的に、特許権者と第三者・社会公衆と間の利益衡量にか
かわるものであり、特許法において最も重要な問題の一つである。米国
                                                                                                                                                                  
的部分の保護の適否』（日本工業所有権法学会年報第 32 号）（有斐閣、 2009） 144 頁。また、
米国特許法において、日本特許法第 2 条 1 項のような発明を定義する条文は存在しておらず、
単に、特許の保護対象となる発明のカテゴリーを列挙する第 101 条が存在しているだけであ
る。  
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においては、審査経過禁反言がもはや伝統的な禁反言理論から離れてお
り、その具体的な適用に関して、長年の裁判例の蓄積により一連の複雑
かつ比較的明確な基準が確立されている。米国における審査経過禁反言
は、かなり強力な均等論排斥効果をもっており、特許権者にとって厳し
いものであると思われる。  
日本では、ボールスプライン軸受事件最高裁判決で確立された均等論
適用の第五要件は審査経過禁反言に言及したものとされている。しかし、
日本における審査経過禁反言は、その理論的根拠が一般法理である信義
則に求められるから、その具体的な適用について、明確な判断基準が存
在しておらず、むしろ、個々の事案の具体的な事情によって判断される。 
中国においては、2010 年最高法院解釈第 6 条により、禁反言の原則が
初めて司法解釈のレベルで肯定され、中国の特許法にとっては非常に重
要な意義をもっている。しかしながら、初めて明文で規定された中国の
禁反言の原則は、その理論的根拠に関する議論がまだ十分になされてお
らず、また、その適用範囲及び効果についても明確でない部分がある。 
米、日、中における審査経過禁反言は、その理論的根拠、適用要件及
び適用基準において、かなりの相違がある。渉外的な特許権侵害訴訟に
おいては、それらの相違に極めて細心の注意を払わなければならないと
思われる。  
 
 「第四章 権利放棄の原則」では、米、日、中における均等論に対す
る三つ目の制限理論、つまり「権利放棄の原則」について考察する。  
権利放棄の原則とは、特許の明細書に開示されたにもかかわらずクレ
ームに記載されなかった技術が公衆に提供されたものとして、それを特
許の均等範囲に取り込むことができない、という原則である。米国にお
いては、権利放棄の原則の適用範囲、適用基準及び効果などについて十
分に議論されている。具体的にいうと、権利放棄の原則は、クレームさ
れなかった技術が特許クレームのかかる構成の代替技術として明細書
に開示され、当該開示が一定の明確性をもっているので、当業者が当該
放棄された内容を特定できる場合に適用される。権利放棄の原則を適用
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した結果、当該権利放棄された技術について均等論を適用することはで
きない。  
しかし、日本において、米国の「権利放棄の原則」に相当する独立の
原則は存在していない。明細書の発明の詳細な説明に実施例として開示
しているにもかかわらず、特許請求の範囲には記載がなかった場合は、
「意識的除外」という均等論適用の第五要件の一適用場面にすぎないと
されている 11。すなわち、実際に、日本における第五要件は、米国の権
利放棄の原則の内容を包含したものであるように思われる。  
中国においては、2010 年最高法院解釈第 5 条によって、権利放棄の原
則が正式に導入されたとはいえ、同原則を適用した裁判例はまだ存在し
ておらず、また、同原則に関する議論も少ない。したがって、中国にお
ける権利放棄の原則の具体的な適用に関して、いくつかの不明点がある。
米国における権利放棄の原則に関する議論は中国にとって参考にする
価値があると考える。  
 実際に、権利放棄の原則は、特許の公示機能及び第三者の利益を重視
するという点において、審査経過禁反言と共通しているように思われる。 
 
 「第五章 公知技術」では、米、日、中における均等論に対する四つ
目の制限理論、すなわち、「公知技術による制限」について、比較法的
な検討を行う。  
公知技術（厳密に言えば、米国では「先行技術」、中国では「従来技
術」という。）による制限とは、イ号物件が特許発明と均等であっても、
公知技術と同一または公知技術から自明（中国の場合に、均等）である
場合、均等侵害が成立しない、というものである。公知技術による制限
は、特許権の保護と公衆による公知技術利用の自由とのバランスを達成
するために、非常に重要な役割を果たしている。米国においては、先行
技術による制限の分析手法として、仮想的クレームの判断手法を利用し
ている。また、2011 年 9 月 16 日に成立した米国特許法改正「リーヒ・
                                                        
11 高林龍『標準特許法』（有斐閣、第 4 版、2011）155 頁、同「特許侵害訴訟における信義則
・権利の濫用」法曹時報 53 巻 3 号（2001）560 頁。  
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スミス米国発明法案（Leahy-Smith America Invents Act）」により、米国特
許法第 102 条に重要な改正があり、先行技術の範囲に重大な変化がもた
らされることになる。日本では、公知技術と同一または公知技術から容
易に推考できたものではないことが、ボールスプライン軸受事件最高裁
判決で示された均等論適用の第四要件として認められている。中国にお
いては、2009 年 10 月 1 日より施行された特許法第三次改正（以下、「2009
年改正特許法」とする。）第 62 条により、従来技術の抗弁が初めて法律
のレベルで肯定されるようになった。また、2009 年改正特許法によって
「従来技術」の範囲にも変化があり、均等侵害の成立に大きな影響を与
えている。  
 米国、日本及び中国における均等論に対する制限としての公知技術に
関するルールは、それらの適用に共通する部分と相違する部分がある。
公知技術の範囲及び公知技術による制限の位置づけ、判断基準、比較対
象、比較方法及び立証責任などに関する相違が、均等論適用の可否及び
適用の範囲に影響を及ぼすので、実務上注意しなければならない。  
 
最後に、「終章」では、米、日、中における均等論に対する各種の制
限理論について比較検討した結果を全体的にまとめる。その上で、国際
的な特許侵害訴訟解決の予測可能性を高める視点から、国際私法的な解
決方法を検討する。  
米国においては、特許に対する均等侵害を判断するにあたって、特許
クレームの記載そのものが重視されている。したがって、米国における
均等論に対する各種の制限理論は長年の判例の蓄積によって、各法的制
限について一連の比較的明確かつ客観的なルールをもっている。しかし
ながら、日本における均等判断は、特許クレームの具体的な記載を重視
すると同時に、特許クレームに体現された特許発明の技術的思想の検討
に力を入れていると思われる。したがって、裁判例からみると、日本に
おける均等論に対する制限理論は、統一かつ明確なルールというより、
むしろ個々の事案の具体的な事情を重視した上で判断するものである
と思われる。中国においては、近年の法改正によって、オール・エレメ
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ンツ・ルール、審査経過禁反言、権利放棄の原則、及び従来技術の抗弁
など、一連の米国式の均等論制限ルールを正式的に導入しているが、各
種の法的制限の具体的な適用にはまだ明確でない部分があり、今後の裁
判例及び学説の発展に注目すべきであると思われる。  
また、米国においては、均等論に対する各種の制限理論がかなり強力
な均等論排斥効果をもっている。これらの制限理論の適用によって、現
在においては、米国における均等侵害の成立が困難となっている。これ
は、特許クレームの公示機能及び権利範囲画定機能を重視し、特許の均
等範囲を狭くすることによって、周辺技術の開発を促進するという米国
の特許政策と深くかかわるものであると思われる。日本における均等論
に対する制限理論は、個々の事案の具体的な事情に照らして判断するも
のであるから、特許権者と第三者との間の利益の衡量及び実質的な正義
を追求するものである。実際には、裁判例からみると、日本における均
等論の適用がかなり限定されていたが 12、最近、均等侵害を認める知財
高裁判決が続出していることは注目される。中国においては、均等論に
対する一連の米国式の法的制限を明確にすることによって、均等判断を
従来より厳格化する方向にある。これは、均等侵害判断の客観性及び予
測可能性を向上させており、特許権保護と公衆利益とのバランスを図る
ものである。しかし、これらの法的制限の具体的な適用は、中国の経済
発展水準及び産業政策に照らしてなされなければならない。現在の中国
においては、技術水準が遅れており、周辺技術の開発が多いという現状
からみると、周辺技術に合理的な保護を与える必要がある一方、産業の
アップグレードに応じて、パイオニア発明などの開発により大きなイン
センティブを与えなければならない。したがって、中国における均等論
に対する各種の制限理論の適用は、他国の経験を参照しながら、中国の
現在の実情に照らしてなされるべきであると思われる。  
                                                        
12 日本における均等論の適用が過度に限定され、「ほとんど無きに等しい」という現状は、特
許権者に対する公正な保護より、第三者の利益及び法的安定性を保障することに偏っている、
とされる（川田篤「日独の裁判所における均等論の比較―技術的範囲の解釈を踏まえて―」
日本国際知的財産保護協会月報 55 巻 7 号（2010）470 頁）。  
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ここまで述べてきたように、各国における均等論に対する各種の法的
制限の相違は、均等侵害の成否及び範囲に極めて大きな影響を与えてい
る。このような状況は、渉外的な特許権侵害紛争解決の統一性及び予測
可能性を損ない、現在のグローバル化する世界における企業活動との関
係でみれば、早急に解決しなければならない問題である。渉外的な特許
権侵害紛争解決の統一性及び予測可能性を向上させるためには、国際私
法的な解決方法が重要であると考える。具体的にいうと、特許権侵害を
めぐる国際訴訟に関して、適正且つ迅速な解決の視点から、第三者の利
益を害さない限り、当事者による法選択の合意を一般的に認めるべきで
あると思われる。  
 
 
                            以上  
